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１ 防災拠点とは 

 防災拠点とは、地震などの大規模な災害が発生した場合に、被災地において救援、救護
等の災害応急活動の拠点となる施設である。 

 都道府県や市町村ごとに、地域の中核となる公共施設や民間施設が防災拠点として指定
され、災害応急活動の中核となる施設や建物のほか、救援物資の配送拠点や仮置き場と

して使用される公園、広場などのオープンスペースも地域の防災拠点に指定されている。 
 防災拠点施設は、たとえ周辺地域の建物が被災しても、初動対応及び応急対応が支障な
く開始できる活動拠点としての機能が確保される必要がある。 

 
２ 「さいたま市地域防災計画」における本庁舎及び区役所の位置付け、機能及び整備方針 

区 分 位置付け、機能及び整備方針 
本庁舎 本市の応急復旧活動を総合的に統括する中枢機能を有する「防災中枢拠点」に位置

づけられ、災害情報の収集分析機能、災害情報及び応急復旧対策の伝達機能、市域

全域を対象とした飲料水、食糧、生活必需品等の備蓄機能、救援物資等の集配機能

などを総合的かつ複合的に有するように整備する。 
区役所 防災中枢拠点や地区防災拠点との情報連絡中継拠点となる「防災中核拠点」に位置

づけられ、飲料水、食糧、生活必需品、防災資機材等の備蓄拠点、救援物資の集配

等の拠点として機能するとともに、防災中枢拠点が被災した場合のバックアップ機

能も有するよう整備する。 
 
３ 「神戸市地域防災計画」における市役所と区役所の位置付け、機能及び整備方針 

（１）位置付け及び機能 

区 分 位置付け、機能 
市役所 防災中枢拠点※１の中心として、市の中枢的な防災活動を担う拠点（市災害対策本部

機能、情報中枢拠点機能を担う。）に位置づけられる。 
区役所 防災総合拠点※２の中心として、区生活圏の総合的な防災活動を担う拠点に位置づけ

られる。 
機 能 説 明 

区災害対策本部機能 地域の防災総合指令センターとなる災害対策本部機能 
ボランティアセンタ

ー機能 
平常時からボランティアとの連携を強化し、災害時はボ

ランティアの受入、コーディネートを行うセンター機能

情報収集発信機能 防災行政無線固定系・移動系や情報系及び防災ネットワ

ークシステム等による情報収集発信機能 
自立機能 自家発電機や太陽光発電、給水施設の２系統化での施設

面の自立機能、災害対応に必要となる職員用の備蓄機能 

 
（２） 防災中枢拠点等の整備 

〔防災中枢拠点、バックアップ拠点の強化〕 

 災害対策にあたっては、全市の中枢となる災害対策本部を早期に立ち上げるための環
境づくりと、その災害対策本部としての機能を強化しておくことが必要である。 

 このため、防災センター機能の強化、東遊園地や京橋地区との一体的な活用により市
役所の拠点機能を強化するとともに、関係機関との連携により全市的な防災の中枢と

なる拠点を形成する。合わせて、中枢拠点が被災した場合のバックアップ機能の強化

を図る。 
 
〔防災中枢拠点機能の強化〕 

 市役所の災害対策本部機能を強化するため、危機管理センターの整備を進める。あわ
せて、次世代消防救急防災情報システムを構築し、消防作戦本部機能の強化を図ると

ともに、防災情報センターとの連携を強化する。 
 
〔バックアップ機能の確保〕 

 市役所周辺の防災中枢機能の代替地区として、東西の都心核であるＨＡＴ神戸周辺お
よびハーバーランド周辺を位置づける。 

 
（３）防災総合拠点の整備 

 区災害対策本部である区役所や消防署について、耐震性の向上を図り、自家発電の増強
や太陽光発電の活用などによって自立した活動ができるよう機能強化を進める。その他

の庁舎や公共建築物についても順次、建物構造の耐震強度や防災機能の強化を図ってい

く。 
 市街地再開発事業や土地区画整理事業等の整備事業と連携し、オープンスペースの確保、
ライフラインの強化、海や陸からのアクセスルートの整備等を進め、防災総合拠点機能

の強化を図る。 
 
※１ 防災中枢拠点･･･市役所を中心として市の中枢的な防災活動を担う拠点のこと。市役所、東遊園地等 

※２ 防災総合拠点･･･区役所を中心として区生活圏の総合的な防災活動を担う拠点のこと。区役所、消防署等 

 
（神戸市公式ＨＰ「神戸市地域防災計画 防災事業計画（安全都市づくり推進計画）」 

（平成１８年６月）より作成） 

防災・災害対策の拠点としての機能に配慮している他市の事例 
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４ 近年の市庁舎整備における防災・災害対策拠点としての考え方（他自治体の例） 

自治体名 考え方 

刈谷市（愛知県） 

 

平成２０年竣工 
敷地面積11,652㎡ 
延床面積25,367㎡ 
建築面積 3,210 ㎡ 
※駐車場除く。 

（庁舎整備の基本方針） 

方針２ 市民を守る防災拠点として安全・安心を確保した庁舎 

 地震や火災等の災害発生時に機動的に対応できる機能をはじめ、庁舎
機能を維持できるように高い耐震性や自家発電システムなどを備えた

庁舎とする。  

 特に、災害時の防災本部として、防災対策・災害応急対応・災害復興
の拠点機能を十分に発揮できる庁舎とすることを重視する。  

 来庁者及び職員にとって安全な庁舎とする。  
※「刈谷市庁舎整備基本構想」（H17.3）より抜粋

西尾市（愛知県） 
 
平成２０年竣工 
延床面積18,283㎡ 
建築面積 4,461 ㎡ 
※ ﾚｽﾄﾗﾝ・ﾄｲﾚ棟、
車庫・倉庫棟を 
除く。 

防災拠点としての庁舎  

地震に強い免震構造を取り入れ、災害時の拠点施設として十分な役割を

果たせるようにします。庁舎には防災対策室、防災通信室、防災会議室を、

敷地内にはドクターヘリが離発着できる多目的広場を設置します。  

※西尾市公式ＨＰ「基本・実施設計の概要」から

岩国市（山口県） 

 

平成２０年竣工 
敷地面積15,636㎡ 
延床面積24,325㎡ 
建築面積 3,693 ㎡ 

Ⅳ．新庁舎建設基本方針、３．基本方針 

（４）地域の防災センターとしての機能を持った施設 

 市庁舎は、大規模災害の発生時には災害対策本部が設置され、救助や
復旧等に向けた指示や指揮、情報の収集・伝達など防災活動の中枢と

しての機能を担うことになります。 

 地域防災の拠点施設として、耐震性に優れ非常時にも行政機能が保持
できる施設にするとともに、対策本部としての機能が十分に発揮でき

る施設とします。 

Ⅴ．新庁舎の規模と機能、４．敷地利用方針及び機能配置方針 

 災害時の対策本部室や防災対策室、防災通信室等を、非常時に利用し
やすい低層階に配置します。また、防災対策室は、平常時には多目的

ホールとして、市民に開放することを考え、市民の利便性に配慮した

配置とします。 

※ 岩国市ＨＰ「岩国市新庁舎建設基本構想〔ダイジェスト版・平成１４年度作成〕」から

 

 
自治体名 考え方 

つくば市 

（茨城県） 
 
平成２２年竣工 
敷地面積 
約 90,000㎡ 
延床面積21,004㎡
建築面積 6,192 ㎡ 
※ 延床面積と建
築面積は建物
本体部分 

①免震構造の採用 

新庁舎の 1 階床下には免震装置を設置し、地震エネルギーを吸収する

免震構造となっています。制震構造に比べ建物本体の揺れが少なく、速

やかに災害復旧活動を開始できる利点があります。 

②緊急地震速報設備の設置 

地震が発生した場合、館内放送で地震情報を伝えることができます。

③自家発電設備の設置 

停電になると、40 秒以内にガスタービン型自家発電機による発電を開

始し、館内の重要施設と執務室内の非常用コンセントに電力の供給を行

います。通常時の約 30%の電力量をカバーし、3日間の連続運転が可能で

す。 

④非常用外部電源の引き込み 

万が一、自家発電設備が故障した場合でも、電源車からの引き込みお

よび接続により、電源の供給が可能です。 

⑤飲料水の確保 

水道水の供給がストップした場合には、受水槽の緊急遮断弁が作動し、

14 トンの飲料水が確保され、300 人が 4日間使用することができます。2

階には、清涼飲料水の災害救護型自動販売機が設置されています。 

⑥防災用井戸の設置 

敷地内に丼戸を 2 箇所設置し、災害時でも井戸水をトイレの洗浄水と

して使用できます。 

⑦汚水の処理 

下水道管が破断し汚水が流せなくなった場合には、1・2階南側のトイ

レが 80 トンの非常用汚水貯留槽に接続しているので、300 人が 7日間使

用することができます。 

⑧電話回線の複数化 

災害時にも使用可能範囲が広いアナログ回線と、通常の使用機能に優

れたデジタル回線の 2系統で引き込んでいます。 

⑨空調設備と昇降機の作動確保 

災害時に使用する防災会議室等特定の部屋の空調設備は、3 日間の連

続運転が可能です。昇降機は、5台のうち 1台が 3日間使用可能です。 

※ つくば市公式ＨＰ「新庁舎の概要」から
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財団法人消防科学総合センター「消防防災博物館」ＨＰ 東日本大震災特設コーナー「現地調査報告(市町村)」等より 

自治体 岩手県陸前高田市 宮城県南三陸町 宮城県女川町 宮城県石巻市 宮城県仙台市 

震 度 ６弱 ６弱 ６弱 ６弱 ６強（若竹）、６弱（五輪） 

人口（世帯数） 24,277 人（8,173 世帯） 17,815 人（5,365 世帯） 10,232 人（3,883 世帯） 163,594 人（60,525 世帯） 1,010,256 人（450,909 世帯） 

庁舎の建設年  第１庁舎：昭和 32 年 10 月 

第２庁舎：昭和 53 年 5 月 

防災対策庁舎：平成 7 年 12 月 

 平成 22 年 3 月移転 昭和 50 年 10 月 

庁舎の被害

状況等 

・ 市役所をはじめ、交番、消防署、体

育館などの公共施設も含め、市全域

が壊滅的な被害を被った。 

・ 災害対策本部は、学校給食センター

の１階の事務室に設置。 

・ 仮庁舎は高台に位置している高田町

に設置。 

・ 仮庁舎の付近に消防本部・消防団本

部、銀行の仮庁舎も設置。神奈川県

等の応援車両内に仮設郵便局。仮設

トイレが設置。救援物資の受付。市

社会福祉協議会の窓口が設置、ボラ

ンティアの募集など実施。 

・ 仮庁舎の周辺では、国土交通省（照

明車）、奈良市等水道局（給水車）に

よる応援の実施。 

・ 庁舎は壊滅的な被害を受け、執務中

の多くの職員が被災。報道では死

者・行方不明者 38 名（H20.4.1 現在

の職員数は 222 名） 

・ 仮庁舎は本庁舎から約 1.5km の町総

合体育館敷地内に建設。発電機、投

光器、仮設トイレなどが建物周辺に

設置。移動郵便局も設置。 

・ 災害対策本部は仮庁舎内に設置。 

・ 隣接する体育館が大規模な避難所。

・ 建物の骨組みは残っていたが庁舎内

部は、がれき等の残骸で使用不可。 

・ 災害対策本部は女川第二小学校 2 階

の PTA 会議室に設置。 

・ 同校の被害は一部ひび割れ、大きな

被害なし。停電なし。仮設トイレ無。

・ 電気は通じているが、上層階は大き

な被害を受け立入禁止。 

・ トイレは使用可能だが、断水予告と

節水への協力依頼の貼り紙あり。 

・ 市役所にも津波が押し寄せ、地震直

後は立ち入れなかったとのこと。 

・ 災害対策本部は本庁舎４階の庁議室

に設置。国、自衛隊、警察、東電等

のスペースを確保。 

・ 庁舎 5 階に自衛隊の「石巻方面連絡

調整所」が設置。 

・ 庁舎玄関入り口の亀裂や庁舎内の天

井の滑落など。 

・ 市庁舎は浸水等の影響なし。 

・ 地震直後停電したが、自家発電機を

作動させ対処。 

・ 災害対策本部は地域防災計画の規定

どおり、隣接する青葉区役所内に設

置。 

・ 市職員のほか、他市からの応援職員、

宮城県、国土交通省、自衛隊等派遣

職員が詰めていた。 

庁舎の写真 

 

市役所正面 防災対策庁舎（左手が本庁舎跡） 

 

町役場全景 

 

市役所脇 

 

災害対策本部各班のコーナー 

調査日 平成 23 年 4 月 12 日 平成 23 年 4 月 13 日 平成 23 年 4 月 13 日 平成 23 年 4 月 14 日 平成 23 年 4 月 11 日 

※ 財団法人消防科学総合センター「消防防災博物館」ＨＰ 東日本大震災特設コーナー「現地調査報告(市町村)」（調査期間：平成23年4月11日～22日）より編集・作成。 
※ 「震度」については、気象庁平成 23 年 3 月 30 日報道発表資料（「平成 23 年（2011 年）東北地方太平洋沖地震」により各地で観測された震度について）による（一部の震度観測点については精査継続中となっている） 
※ 「人口」及び「世帯数」については、震災前の数値。「全国市町村要覧」（平成22年度版）より。 
〔補足データについて〕 
※ 岩手県陸前高田市の「震度」は、同市公式ＨＰより。 
※ 宮城県女川町の「震度」は、経済産業省 原子力安全・保安院のニュース・リリース「地震被害情報（第１８報）」より。 
※ 「庁舎の建設年」については、各自治体の公式ＨＰより。 

東日本大震災 被災地の庁舎の被害状況等 

平成23年度第1回さいたま市庁舎整備検討委員会 会議資料  
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○耐震診断等前倒し施設（３７棟）

番号 施設名 棟名

1 大宮災害対策庫 1979 S54

2 与野災害対策庫 1977 S52

3 本館高層棟 1973 S48

4 本館低層棟 1973 S48

5 市民ギャラリー 1979 S54

6 市民サロン 1979 S54

7 本郷会館 1961 S36

8 天神自治会館（神和から名称変更） 1973 S48

9 鍛冶自治会館 1974 S49

10 平和台会館 1980 S55

11 東大宮自治会館 1971 S46

12 東大宮2丁目集会所 1975 S50

13 八幡会館 1981 S56

14 丸ヶ崎自治会館 1971 S46

15 大宮区役所 本館・南館 1965 S40

16 食肉中央卸売市場 解体卸売棟 1959 S34

17 職業訓練センター 校舎 1965 S40

18 見沼グリーンセンター春おか広場 農業者総合研修施設 1980 S55

19 浦和北公園 管理棟 1972 S47

20 農業者トレーニングセンター 1974 S49

21 東大宮中央公園 公園管理事務所 1969 S44

22 1号管理棟 1981 S56

23 2号管理棟 1976 S51

24 屋内プール棟 1976 S51

25 レストハウス 1976 S51

26 観覧席 1976 S51

27 便所・観客席 1971 S46

28 岩槻消防署 1972 S47

29 岩槻消防署太田出張所 1963 S38

30 岩槻郷土資料館 事務所棟 1930 S5

31 浦和博物館 1971 S46

32 六日町山の家 宿泊棟 1973 S48

33 少年自然の家本館 1980 S55

34 体育館 1980 S55

35 研修棟 1980 S55

36 宿泊棟 1980 S55

37 旧浴室棟 1980 S55

合計　３７棟

建築年

さいたま市役所

沼影公園

舘岩少年自然の家
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岩槻区役所の移転について 資料　４



さいたま市庁舎整備検討委員会スケジュール 

 
年度 月 スケジュール 内  容 

11月 

◆第１回委員会◆ 

 平成 20 年 11 月 18 日(火)10 時～ 

 さいたま商工会議所 

 4 階 特別会議室 

１ 委員会設置までの経緯について 

２ 委員会の役割及び今後のスケジュ

ール(案)について 
平成 

20 年度 

3 月 

◆第２回委員会◆ 

平成 21 年 3 月 18 日(水) 10 時～ 

浦和コミュニティセンター 

 第 13 集会室 

１ さいたま市のまちづくりについて 

２ 庁舎等の基礎的調査の結果概要に

ついて 

３ 今後のスケジュール(案)について 

11月 

◆第１回委員会◆ 

平成 21 年 11 月 24 日(火) 10 時～

ときわ会館５０１会議室 

１ 他政令指定都市等における庁舎の

施設概要及び近年の庁舎整備の事例

について 

２ 本市を取り巻く状況（地方分権）に

ついて 

３ 今後のスケジュール(案)について 平成 

21 年度 

3 月 

◆第２回委員会◆ 

平成 22 年 3 月 24 日(水) 14 時～ 

さいたま商工会議所 

第２・３会議室 

１ 本市及び他政令指定都市における

庁舎の耐震性の状況等について 

２ 本市の財政状況について 

３ 本市の将来推計人口について 

４ 今後のスケジュール(案)について 

平成 

22 年度 
11月 

◆第１回委員会◆ 

平成 22 年 11 月 17 日(水) 14 時～

ときわ会館５０２会議室 

１ 区役所の現状等について 

２ 今後のスケジュール等について 

11月 

◆第１回委員会◆ 

平成 23 年 11 月 28 日(月) 14 時～

埼玉会館５Ｃ会議室 

１ 防災・災害対策の拠点としての庁舎

のあり方について 
平成 

23 年度 

3 月 
◆第２回委員会◆ 

日時・場所は未定 

平成 

24 年度  
－ ◆委員会（適宜開催）◆ 

「市民の利便性」、「シンボル性」など

テーマを設定して意見交換 

 

資料　５


